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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　通信網に接続された電子装置から状態情報を受信する状態情報受信手段と、
　前記状態情報受信手段で受信した前記状態情報を出力する状態情報出力手段と、
　前記電子装置との通話手段と、
　前記通話手段で通話相手となる前記電子装置を指定する通話相手指定手段と、
を備え、
　前記状態情報出力手段は、特定の前記電子装置の前記状態情報を出力するように割り当
てられており、
　前記通話相手指定手段は、特定の前記電子装置を通話相手として指定するように割り当
てられて、前記状態情報提示装置のリモコン上に設けられており、
　前記状態情報出力手段は、前記通話相手指定手段に対応付けられており、
　前記状態情報は、前記電子装置の利用者が通話可能な状態であるか否かを示す情報であ
る、
ことを特徴とする状態情報提示装置。
【請求項２】
　前記状態情報出力手段には、前記電子装置を識別する識別符号が記され、
　前記通話相手指定手段には、当該通話相手指定手段に対応付けられた状態情報出力手段
に記された識別符号が記されている、
ことを特徴とする請求項１に記載の状態情報提示装置。
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【請求項３】
　前記通話相手指定手段により通話相手となる前記電子装置を指定すると、
　前記通話手段は、前記通話相手指定手段に指定された前記電子装置に対して、通信相手
からの音声および映像を受信しない呼を確立する、
ことを特徴とする請求項１または２に記載の状態情報提示装置。
【請求項４】
　前記電子装置と通話を行なうか否かを判定する通話判定手段をさらに備え、
　前記通話相手指定手段により通話相手となる前記電子装置を指定すると、
　前記通話判定手段は、前記状態情報受信手段が受信した状態情報に基づき、前記通話相
手指定手段によって指定された前記電子装置と通話を行なうか否かを判定し、
　前記通話手段は、前記通話判定手段が前記電子装置と通話を行なうと判定した場合に、
通話を行なう、
ことを特徴とする請求項１または２に記載の状態情報提示装置。
【請求項５】
　前記電子装置へのメッセージ送信手段をさらに備え、
　前記通話判定手段が、指定された前記電子装置と通話を行なわないと判定した場合に、
前記メッセージ送信手段は、指定された前記電子装置に対するメッセージ送信を行なう、
ことを特徴とする請求項４に記載の状態情報提示装置。
【請求項６】
　前記電子装置に対して、通信相手からの音声および映像を受信しない呼を確立するか否
かを判定する呼びかけ判定手段をさらに備え、
　前記通話相手指定手段により通話相手となる前記電子装置を指定すると、
　前記呼びかけ判定手段は、前記状態情報受信手段が受信した前記状態情報に基づき、通
信相手からの音声および映像を受信しない呼を確立するか否かを判定し、
　前記通話手段は、前記呼びかけ判定手段が通信相手からの音声および映像を受信しない
呼を確立すると判定した場合に、通信相手からの音声および映像を受信しない呼を確立す
る、
ことを特徴とする請求項３に記載の状態情報提示装置。
【請求項７】
　外部から映像情報を入力する映像情報入力手段と、
　入力した前記映像情報に基づく表示情報を出力する映像情報出力手段と、
　通信網に接続された電子装置から状態情報を受信する状態情報受信手段と、
　前記状態情報受信手段で受信した前記状態情報を出力する状態情報出力手段と、
を備え、
　前記映像情報出力手段と独立に前記状態情報出力手段を設け、
　前記状態情報出力手段は視覚的な情報を用いて前記状態情報を出力し、
　前記状態情報は、前記電子装置の利用者が通話可能な状態であるか否かを示す情報であ
る、
ことを特徴とする状態情報提示装置。
【請求項８】
　前記状態情報出力手段は、特定の前記電子装置の前記状態情報を出力するように割り当
てられている、
ことを特徴とする請求項７に記載の状態情報提示装置。
【請求項９】
　前記映像情報入力手段は、放送映像を入力する、
ことを特徴とする請求項７または８に記載の状態情報提示装置。
【請求項１０】
　前記映像情報出力手段は、表示情報を各手段と一体に設けられている画面に表示する、
ことを特徴とする請求項７乃至９のいずれかに記載の状態情報提示装置。
【請求項１１】



(3) JP 4628243 B2 2011.2.9

10

20

30

40

50

　前記映像情報出力手段は、表示情報を映像信号として外部に出力する、
ことを特徴とする請求項７乃至９のいずれかに記載の状態情報提示装置。
【請求項１２】
　前記状態情報出力手段は、少なくとも１つの発光素子から構成されている、
ことを特徴とする請求項７乃至１１のいずれかに記載の状態情報提示装置。
【請求項１３】
　前記状態情報出力手段は、前記発光素子を点滅させることにより前記状態情報を出力す
る、
ことを特徴とする請求項１２に記載の状態情報提示装置。
【請求項１４】
　前記状態情報出力手段は、単位時間に前記発光素子を点滅する回数に基づき、異なる状
態情報を出力する、
ことを特徴とする請求項１３に記載の状態情報提示装置。
【請求項１５】
　前記状態情報出力手段は、前記発光素子を点滅する間隔に基づき、異なる前記状態情報
を出力する、
ことを特徴とする請求項１３に記載の状態情報提示装置。
【請求項１６】
　前記状態情報出力手段は、前記映像情報出力手段が表示情報を出力中である場合に、前
記発光素子を点滅させない、
ことを特徴とする請求項１３乃至１５のいずれかに記載の状態情報提示装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、携帯電話機、テレビ電話機、または、テレビジョン受像装置等の通話機能を
有する装置において、装置本体の近傍にいる利用者の状態を示すプレゼンス情報を通話相
手に出力する状態情報提示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、音声主体の電話をはじめ、映像を伴ったテレビ電話等も登場している。従来の通
話装置にあっては、相手側の状態が全くわからないため、とりあえず発呼して、応答すれ
ば在宅しているのでそのまま通話を続け、相手が応答しなければ留守と判断し、例えば留
守番電話に記録するなどの対応をとっていた。
【０００３】
　しかし、通話する前に、相手の状態が把握できれば、対応も変えることができる。例え
ば、留守であれば、電子メールによって連絡をしたり、相手が応答できない状態や応答し
たくない場合は、時間をおいて発呼するなどの処置が取れる。
【０００４】
　このように、装置や利用者の状態を示す情報をプレゼンス情報と呼ぶ。プレゼンスとは
「状態」や「存在」を意味する概念であり、プレゼンス情報を具体的にいえば、その人の
プロファイルや、所在情報、スケジュールやどういう機器類（パソコン，携帯電話，ＰＤ
Ａなど）を持っているかといったことや、さらには、スケジュールの「状況」や機器の「
現在の状況」まで含まれる。
【０００５】
　特許文献１には、携帯電話において、電話の操作、折り畳み式の場合の開閉状態、アン
テナの引き出し等を検出して利用者に相手の状態を通知するものが開示されている。
【特許文献１】特開２００４－２３３７４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
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　特許文献１の発明では、検出結果に基づいてプレゼンス情報が作成され、利用者にキャ
ラクタ等でプレゼンス情報を表示して利用者に通知する。しかし、これは装置自体の状態
情報を通知しているにすぎず、それによって利用者が相手の状態を推測している。相手が
通話に応答できる状態か否か、在宅しているか否か等の相手の状態情報が提示されている
のではないので、使い勝手が悪い面があった。
　また、様々の装置状態情報や利用者状態情報を簡単に利用者が認識できる提示手段も必
要である。
【０００７】
　本発明は、斯かる実情に鑑み、各部の状態情報に基づいて利用者の状態を推測して提示
でき、また様々の装置状態情報や利用者状態情報を簡単に利用者が認識できる用に提示で
きる状態情報提示装置を提供しようとするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明に係る情報提示装置は、通信網に接続された電子装置から状態情報を受信する状
態情報受信手段と、前記状態情報受信手段で受信した前記状態情報を出力する状態情報出
力手段と、前記電子装置との通話手段と、前記通話手段で通話相手となる前記電子装置を
指定する通話相手指定手段と、を備え、
　前記状態情報出力手段は、特定の前記電子装置の前記状態情報を出力するように割り当
てられており、前記通話相手指定手段は、特定の前記電子装置を通話相手として指定する
ように割り当てられて、前記状態情報提示装置のリモコン上に設けられており、前記状態
情報出力手段は、前記通話相手指定手段に対応付けられており、前記状態情報は、前記電
子装置の利用者が通話可能な状態であるか否かを示す情報であることを特徴とする。
【０００９】
　これによれば、状態情報出力手段が通話相手指定手段に対応付けられているので、状態
情報を確認して通話可能な通話相手を指定して通話を行うことができる。また、通話相手
指定手段がリモコン上に設けられているので、本体と分離して操作が可能になり、本体と
離れた位置からでも操作が可能となる。
【００１０】
　前記状態情報提示装置において、前記状態情報出力手段には、前記電子装置を識別する
識別符号が記され、前記通話相手指定手段には、当該通話相手指定手段に対応付けられた
状態情報出力手段に記された識別符号が記されていることを特徴とする。
【００１１】
　これによれば、例えばＡ，Ｂ，Ｃ等の識別符号が電子装置と通話相手指定手段に記され
て対応付けられているので、使用者は対応関係を容易に理解できる。
【００１４】
　前記状態情報提示装置において、前記通話相手指定手段により通話相手となる前記電子
装置を指定すると、前記通話手段は、前記通話相手指定手段に指定された前記電子装置に
対して、通信相手からの音声および映像を受信しない呼を確立することを特徴とする。
【００１５】
　これによれば、在室等の相手の状態情報を確認した上で、片方向通信を行う呼を確立で
きる。
【００１６】
　前記状態情報提示装置において、前記電子装置と通話を行なうか否かを判定する通話判
定手段をさらに備え、前記通話相手指定手段により通話相手となる前記電子装置を指定す
ると、前記通話判定手段は、前記状態情報受信手段が受信した状態情報に基づき、前記通
話相手指定手段によって指定された前記電子装置と通話を行なうか否かを判定し、前記通
話手段は、前記通話判定手段が前記電子装置と通話を行なうと判定した場合に、通話を行
なうことを特徴とする。
【００１７】
　これによれば、状態情報に基づき例えば相手の電子装置近傍に利用者が存在するとみな
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した場合に通話可能と判定するので、相手が存在することを確認して通話することができ
る。
【００１８】
　前記状態情報提示装置において、前記電子装置へのメッセージ送信手段をさらに備え、
前記通話判定手段が、指定された前記電子装置と通話を行なわないと判定した場合に、前
記メッセージ送信手段は、指定された前記電子装置に対するメッセージ送信を行なうこと
を特徴とする。
【００１９】
　これによれば、電子装置の利用者と通話不可能と判定した場合には、電子装置に対する
メッセージ送信（電子メール）を行うので、相手が不在であるような場合にも適切な処理
ができる。
【００２０】
　前記状態情報提示装置において、前記電子装置に対して、通信相手からの音声および映
像を受信しない呼を確立するか否かを判定する呼びかけ判定手段をさらに備え、前記通話
相手指定手段により通話相手となる前記電子装置を指定すると、前記呼びかけ判定手段は
、前記状態情報受信手段が受信した前記状態情報に基づき、通信相手からの音声および映
像を受信しない呼を確立するか否かを判定し、前記通話手段は、前記呼びかけ判定手段が
通信相手からの音声および映像を受信しない呼を確立すると判定した場合に、通信相手か
らの音声および映像を受信しない呼を確立することを特徴とする。
【００２１】
　これによれば、状態情報に基づき例えば相手の電子装置近傍に利用者が存在するとみな
した場合に通信相手からの音声および映像を受信しない呼を確立するので、通信相手から
の音声および映像を受信しなくとも、送信した音声または映像を相手が視聴していると判
断できる。
【００２２】
　また、本発明に係る状態情報提示装置は、外部から映像情報を入力する映像情報入力手
段と、入力した前記映像情報に基づく表示情報を出力する映像情報出力手段と、通信網に
接続された電子装置から状態情報を受信する状態情報受信手段と、前記状態情報受信手段
で受信した前記状態情報を出力する状態情報出力手段とを備え、前記映像情報出力手段と
独立に前記状態情報出力手段を設け、前記状態情報出力手段は視覚的な情報を用いて前記
状態情報を出力し、前記状態情報は、前記電子装置の利用者が通話可能な状態であるか否
かを示す情報であることを特徴とする。
【００２３】
　これによれば、映像情報出力手段に映像情報を表示しながらも、状態情報出力手段が視
覚的な情報を用いて状態情報を出力するので、映像情報を妨げることなく、通話相手の状
態を視覚により直感的に把握できる。
【００２４】
　前記状態情報提示装置において、前記状態情報出力手段は、特定の前記電子装置の前記
状態情報を出力するように割り当てられていることを特徴とする。
【００２５】
　これによれば、状態情報出力手段が専ら特定の電子装置の状態情報を出力するので、特
定の相手の状態情報を直ちに把握できる。
【００２６】
　前記状態情報提示装置において、前記映像情報入力手段は、放送映像を入力することを
特徴とする。
【００２７】
　これによれば、テレビ放送などを入力させ、その映像を表示させていながらも、通話相
手の状態情報も出力可能となる。
【００２８】
　前記状態情報提示装置において、前記映像情報出力手段は、表示情報を各手段と一体に
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設けられている画面に表示することを特徴とする。
【００２９】
　これによれば、各手段が一体で形成されているので、一つの装置で映像表示から状態情
報の確認まででき、扱いやすくなる。
【００３０】
　前記状態情報提示装置において、前記映像情報出力手段は、表示情報を映像信号として
外部に出力することを特徴とする。
【００３１】
　これによれば、映像情報出力手段は、外部の装置に表示情報を出力できるので、状態情
報の確認装置と映像表示装置を別体とできる。
【００３２】
　前記状態情報提示装置において、前記状態情報出力手段は、少なくとも１つの発光素子
から構成されていることを特徴とする。
【００３３】
　また、前記状態情報提示装置において、前記状態情報出力手段は、前記発光素子を点滅
させることにより前記状態情報を出力することを特徴とする。
【００３４】
　また、前記状態情報提示装置において、前記状態情報出力手段は、単位時間に前記発光
素子を点滅する回数に基づき、異なる状態情報を出力することを特徴とする。
【００３５】
　また、前記状態情報提示装置において、前記状態情報出力手段は、前記発光素子を点滅
する間隔に基づき、異なる前記状態情報を出力することを特徴とする。
【００３６】
　また、前記状態情報提示装置において、前記状態情報出力手段は、前記映像情報出力手
段が表示情報を出力中である場合に、前記発光素子を点滅させないことを特徴とする。
【００３７】
　これらによれば、発光素子により状態情報を通知できるので、注意を喚起できて分かり
やすく、映像の表示部が停止状態であっても状態情報を報知できる。
【発明の効果】
【００４０】
　こうして、本発明によれば、相手の状態情報に基づいて直ちに通話を行ったり、通話を
控えたり、電子メールに切り換えたりするなど適切な処理が可能となり、円滑な通話が可
能となる。
　また、利用者の視聴を妨げることなく、発光素子や表示により注意を喚起しながら、状
態情報を分かりやすく報知できる。
　また、相手が在室、在宅でないと判断した場合には、発呼しないように通話制御するの
で、無駄な通話をすることがない。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４１】
　以下、本発明の実施の形態を添付図面を参照して説明する。
【００４２】
　図１は、本発明に係る電子装置の概念図であり、図２は本発明の通信システムの概念図
である。
　図１に示すように、本発明の電子装置１００は、状態情報取得手段１０１と、利用者状
態情報生成手段１０２と、利用者状態出力手段１０３とから構成される。電子装置１００
は、詳しくは後述するが、例えば、テレビ電話や通話機能を備えたテレビジョン装置等で
あり、通話相手のプレゼンス情報を報知することにより、相手が在室か否かを把握しなが
ら電話すべきか、電子メールにするかなどの判断を利用者が行なえるようにしたものであ
る。
【００４３】
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　状態情報取得手段１０１は、電子装置の動作状態や操作状態を検出したり、各種センサ
ー等で利用者の状態を直接検出し、装置や利用者の状態情報を取得する。例えば、電子装
置の動作状態とは、通話部分が動作中やテレビ部分が動作中であるか否かということであ
る。電子装置の操作状態とは、リモコンが操作されているか否かということである。利用
者の状態情報とは、動きのあるものを検出したり、リモコン信号の有無を検出したり、周
囲の音量を検出したり、明るさを検出したりして、利用者が近傍に存在するか否かという
ことである。他の機器の動作状態とは、他の機器の電源のＯＮ／ＯＦＦの状態である。
【００４４】
　状態情報生成手段は、個々の装置の状態情報を取得する状態情報取得手段１０１と、装
置の状態情報に基づき利用者状態情報を生成する利用者状態情報生成手段１０２とを含む
。利用者状態情報生成手段１０２は、状態情報取得手段１０１が取得した装置の状態情報
や利用者の状態情報から利用者がどのような状態にあるか、すなわち電子装置の近傍にい
るのか、近傍ではないが家の中にいるのか、通話可能な状態であるのかということを判定
する。
【００４５】
　利用者状態出力手段１０３は、利用者状態情報生成手段１０２の判定に基づいて利用者
の状態を、プレゼンスランプを点滅させたりテレビ画面に表示したりすることで報知する
。
【００４６】
　利用者状態情報生成手段１０２は、各部の装置状態情報に基づいて利用者の状態情報を
生成するので、より正確な利用者の状態情報が得られる。この利用者状態情報に基づいて
利用者状態出力手段１０３により報知するので、利用者状態情報に基づいて直ちに通話を
行ったり、通話を控えたり、電子メールに切り換えたりするなど適切な処理が可能となる
。
【００４７】
　図１では、電子装置１００として、状態情報取得手段１０１と、利用者状態情報生成手
段１０２と、利用者状態出力手段１０３が組み込まれているものを示したが、これに限る
ものではない。例えば、図２（ａ）のように、状態情報取得手段１０１と利用者状態情報
生成手段１０２とを含む状態情報取得装置１０５と、利用者状態出力手段１０３を含む状
態情報提示装置１０６とがネットワーク１０４で繋がっている通信システムでもよい。ま
た、図２（ｂ）のように、状態情報取得手段１０１を含む状態情報取得装置１０５と、利
用者状態情報生成手段１０２と利用者状態出力手段１０３とを含む状態情報提示装置１０
６とがネットワーク１０４で繋がっている通信システムでもよい。
【００４８】
　図３は、本発明に係る電子装置であるテレビ電話システムの一実施形態を示す構成図で
ある。
　このテレビ電話システムは、例えば、複数のテレビ電話装置１がネットワーク６を介し
て接続されている構成である。ここで、図３では、テレビ電話装置は２つしか描いていな
いが、いくつあってもよい。
【００４９】
　電子装置１００であるテレビ電話装置１は、利用者状態出力手段１０３であるテレビ受
像機２と、状態情報取得手段１０１と利用者状態出力手段１０３を含むセットトップユニ
ット３と、状態情報取得手段１０１と利用者状態情報生成手段１０２と利用者状態出力手
段１０３を含むアダプタユニット４と、リモコン５から構成されている。本実施形態のテ
レビ電話装置１はテレビ受像機２と、セットトップユニット３と、アダプタユニット４が
別体で構成され、互いに有線で接続されているが、これらが２つ以上組み合わされて一体
で構成されていてもよい。また、有線ではなく、無線にてデータ伝送を行ってもよい。ま
た、リモコン５は赤外線通信にて信号伝送を行うことを想定しているが、その他の無線通
信を用いてもよいし、或いは、有線にて接続された形態であってもかまわない。
【００５０】
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　図４に示すように、テレビ受像機２は、例えば液晶テレビであり、液晶パネルからなる
表示部（モニタ部）１１、スピーカ１２、テレビリモコン受光部１３等から構成される。
【００５１】
　図５に示すように、セットトップユニット３は、テレビ受像機２の上に載置されてテレ
ビ電話機能を果たす装置であって、カメラ２１、マイク２２、動き検出センサー２３、ス
ピーカ２４、アダプタリモコン受光部２５、着話ボタン２６、上下左右への首振り機構２
７、アダプタユニット４の接続する接続ケーブル２８、着信表示ＬＥＤ２９、から構成さ
れている。
【００５２】
　ここで、図１の状態情報取得手段１０１は、カメラ２１、マイク２２、動き検出センサ
ー２３、アダプタリモコン受光部２５であり、利用者状態出力手段１０３は、スピーカ２
４である。
【００５３】
　カメラ２１は、セットトップユニット３の前方を撮影し、送信可能な通信画像データに
変換する撮影手段としての機能を果たす。マイク２２は、セットトップユニット３の周辺
の音声を集音入力し、送信可能な通信音声データに変換する音声データ変換手段としての
機能を果たす。動き検出センサー２３は、セットトップユニット３の正面側で動く物体を
検出する。スピーカ２４は、入力された音声データに基づいて、音声を発声出力する。ア
ダプタリモコン受光部２５は、リモコン５からの赤外線信号を受信する。着話ボタン２６
は、相手からの通話に応答する場合に、使用者が押圧することにより応答可能とする。首
振り機構２７は、セットトップユニット３を上下左右に移動可能とするものであり、カメ
ラ２１の撮影方向等を調整するために使用する。接続ケーブル２８は、アダプタユニット
４との間でデータ伝送を行うためのものである。着信表示ＬＥＤ２９は、着信した場合に
点滅して利用者に知らせるものであり、音声や画像のデータ着信を示す着信ランプとメー
ルの着信を示すメール着信ランプがある。
【００５４】
　アダプタユニット４は、テレビ受像機２、セットトップユニット３及びネットワーク６
に接続し、データの受け渡しをする装置であって、図６（ａ）に示すように、表側には、
外部入力端子３１、カードスロット３２、プレゼンスランプ３３、留守ボタン３４が配置
され、図６（ｂ）に示すように、裏側には、セットトップユニット３の接続ケーブル２８
との接続端子３５、Ｆ接栓３６、テレビ受像機１１との映像接続端子３７、ＬＡＮケーブ
ル接続のためのＬＡＮ端子３８、テレビ受像機用電源タップ３９、ＡＣアダプタ接続端子
４０から構成されている。
【００５５】
　ここで、状態情報取得手段１０１は、テレビ受像機用電源タップ３９にある電流検出セ
ンサー８５（後述の図９参照）であり、利用者状態情報生成手段１０２はプレゼンス処理
部７３（後述の図９参照）であり、利用者状態出力手段１０３は、プレゼンスランプ３３
である。
【００５６】
　外部入力端子３１は、外部機器から映像や音声を入力するための端子である。カードス
ロット３２は、ＳＤカードやＰＣカードのスロットであり、記録媒体であるメモリカード
に記録された静止画、動画、音声等のファイルを取り込む。状態情報受信手段は、例えば
プレゼンスランプ３３に対応する。プレゼンスランプ３３は、自分のプレゼンスを示すマ
イプレゼンスランプ、相手であるＡ，Ｂ，Ｃのプレゼンスを示す相手プレゼンスランプか
らなる。図６（ａ）では、Ａ，Ｂ，Ｃという記号を付加された３つの相手プレゼンスラン
プを設けており、相手プレゼンスランプにそれぞれマッピングされた相手３人分のプレゼ
ンスが示される。プレゼンスランプ３３は自分あるいは相手が在宅或いは在室であるかを
示す役割を果たすし、検出した状態情報も提示可能である。プレゼンスランプ３３は発光
素子によって構成し、色や点灯状況によってプレゼンスを表現することができる、また、
液晶表示部として設けることも可能である。プレゼンスランプ３３を液晶表示部として設
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ける場合には、色以外に文字や絵でプレゼンスを表現することもできる。また、相手プレ
ゼンスランプを設けず、相手プレゼンスランプとして１つの液晶表示部を設け、数秒ごと
にＡ，Ｂ，Ｃのプレゼンス情報表示が切り替わりながら表示するようにしてもよい。その
場合、文字情報としてＡ，Ｂ，Ｃが表示され、背景色としてＡ，Ｂ，Ｃそれぞれのプレゼ
ンス情報が示される。
【００５７】
　図６（ａ）に示すプレゼンスランプ３３は、フルカラーＬＥＤによって構成されており
、点灯時の色と消灯状態とを用いて自分あるいは相手の状態を表示する。なお、プレゼン
スランプ３３として、単色のＬＥＤを用いてもよいし、液晶表示装置などランプ以外のデ
バイスによって表示を行ってもよい。また、本願装置が相手装置の状態を示す手段として
プレゼンスランプ３３を備えているだけに過ぎず、プレゼンスランプ３３以外の手段で相
手装置の状態を提示しなければならないわけではないことは言うまでもない。それ以外に
も、状態の変化を受信したら音声で知らせてもよいし、画面に表示してもよい。
【００５８】
　図６（ａ）に示すように、プレゼンスランプ３３はアダプタユニット４の表側に設けて
いる。これは、必要なときには利用者がいつでも自分や相手の状態を知ることができるよ
うにするためである。利用者がいつでも自分や相手の状態を知ることができるのであれば
、プレゼンスランプ３３をアダプタユニット４に設けず、セットトップユニット３に設け
てもよい。また、テレビ受像機２とアダプタユニット４とが一体化された場合には、プレ
ゼンスランプ３３をテレビ受像機２の前面もしくは前面から見える位置に設けてもよい（
後述の図２７参照）。
【００５９】
　留守ボタン３４は、一度押すと利用者が留守であることを示す留守状態となり、再度押
すと留守状態が解除される。接続端子３５は、セットトップユニット３の接続ケーブル２
８を接続する端子である。Ｆ接栓３６は、テレビアンテナからの接続線を繋ぐ端子であり
、内部のテレビチューナに接続している。接続端子３７は、映像や音声の信号をテレビ受
像機２に出力するためのものである。テレビ電話装置１が一体型で構成されている場合は
、映像情報出力手段はモニタ部１１に対応する。テレビ電話装置１がアダプタユニット４
とテレビ受像機２と分離した形で構成されている場合は、映像情報出力手段は接続端子３
７に対応する。ＬＡＮ端子３８は、ＬＡＮケーブルを接続して、例えばルータを介してネ
ットワーク６に接続する。テレビ受像機用電源タップ３９は、テレビのＡＣ電源をここに
接続する。ＡＣアダプタ接続端子４０は、アダプタユニット４に電気を供給するためのも
のである。
【００６０】
　図７に示すように、リモコン５は、テレビ受像機２やセットトップユニット３を赤外線
信号により遠隔操作する装置であって、リモコン操作に応じて赤外線信号を発光する発光
部４１、操作部５２、液晶表示部５３からなる。操作部５２は、戻るボタン４２、電話帳
ボタン４３、決定ボタン４４、十字キー４５、通話ボタン４６、終話ボタン４７、チャン
ネル切替ボタン４８、ビデオ関連ボタン４９、呼びかけボタン５０、数字文字入力キー５
１から構成される。
【００６１】
　戻るボタン４２は、一つ前のメニューに戻る際に使用する。電話帳ボタン４３は、電話
帳画面を呼び出す際に使用する。決定ボタン４４は、複数の候補が表示された中でフォー
カスの当たっている項目を選択決定する際に使用する。十字キー４５は、複数の候補が表
示された中でフォーカスの当たっている項目を上下左右に変更する際に使用する。通話ボ
タン４６は、相手に通話を発信する場合や相手からの通話を受ける場合、相手の呼びかけ
に応える場合に使用する。終話ボタン４７は、相手からの通話を受けない場合、相手の呼
びかけをやめる場合、呼びかけを終了する場合、通話を終了する場合に使用する。
【００６２】
　チャンネル切替ボタン４８は、番組情報（チャンネル）を切り換える場合に使用する。
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　ビデオ関連ボタン４９は、ビデオ入力ボタン４９ａ、入替ボタン４９ｂ、全画面ボタン
４９ｃからなる。ビデオ入力ボタン４９ａは、相手に送る映像をカメラ入力から外部機器
の入力に切り換える際、あるいは外部機器の入力からカメラ入力に切り換える際に使用す
る。入替ボタン４９ｂは、ビデオ通話中に親画面と子画面とを入れ替える際に使用する。
全画面ボタンは、ビデオ通話中に子画面の出力を中止して親画面を大きく表示する際、及
び、前記の表示を中止して親画面と子画面との表示に戻す際に使用する。呼びかけボタン
５０は、相手プレゼンスランプに割り当てられた相手に対して呼びかける際に使用する。
数字文字入力キー５１は、チャンネルの指定や文字入力に使用する。
【００６３】
　呼びかけボタン５０は通話相手指定手段の１つの例である。呼びかけボタン５０にはそ
れぞれ、プレゼンスランプ３３に割り当てられた相手と関連付けられており、呼びかけボ
タン５０の押下によって、関連付けられた相手への呼びかけが行われる。すなわち、図６
（ａ）において示したプレゼンスランプ３３では、Ａ，Ｂ，Ｃという記号を付加された３
つの相手プレゼンスランプを設けているが、呼びかけボタン５０でも、Ａ，Ｂ，Ｃという
記号を付加された３つのボタンを設けている。すなわち、Ａという記号を付加された相手
プレゼンスランプが状態を示す相手と、Ａという記号が付加されたボタンを用いて呼びか
ける相手とは、同一である。こうしてプレゼンスランプ３３と呼びかけボタン５０を備え
、それぞれ関連付けておくことにより、プレゼンスランプ３３の点灯状況を見て、呼びか
けられそうな相手を選んで、簡単に呼びかけを行うことが可能となる。
【００６４】
　なお、プレゼンスランプ３３に付加された記号は、プレゼンスランプ３３の上に記され
てもよいし、プレゼンスランプ３３の近傍に記されていてもよい。同様に、呼びかけボタ
ン５０に付加された記号は、呼びかけボタン５０の上に記されてもよいし、呼びかけボタ
ン５０の近傍に記されていてもよい。また、必ずしも同じ記号が付加される必要はなく、
対応付けさえ可能であれば、例えばプレゼンスランプ３３には英大文字のＡ，Ｂ，Ｃが、
呼びかけボタン５０には英小文字にａ，ｂ，ｃが、付加される構成であってもよい。また
、呼びかけボタン３３は必ずしもリモコン５に設けられる必要はなく、アダプタユニット
４やセットトップユニット３に設けてもよい。アダプタユニット４に設ける場合には、プ
レゼンスランプ３３と呼びかけボタン５０を一体に構成して、Ａという記号の付加された
プレゼンスランプ３３を押すことにより、Ａに対して呼びかけができるようにしてもよい
。一体化しているとプレゼンスランプ３３と呼びかけボタン５０との対応関係が明確にな
るというメリットがある。これに対して、プレゼンスランプ３３と分離してリモコン５に
呼びかけボタン５０を設けると、手元で呼びかけ操作ができるというメリットがある。
なお、本実施例で呼びかけボタン５０は、後述する片方向通信の呼を確立するために用い
ているが、双方向通信の呼を確立するために用いてもよい。
【００６５】
　また、プレゼンスランプ３３にも呼びかけボタン５０にも割り当てられていない相手に
対して呼びかけを行えるようにしてもよい。例えば、リモコン５の操作部５２を用いて相
手のアドレスを直接入力してもよい。または、１台（１人）以上の通信開始要求を送信し
てもよい相手を通信開始要求送信先装置情報として予め記憶しておき、利用者の指示に基
づいて通信開始要求先装置情報として通信開始要求先装置情報記憶部に記憶されている装
置を表示し、利用者の指示に基づいて選択された相手装置に対して通信開始要求を送信し
てもよい。
【００６６】
　なお、呼びかけとは、片方向通信を用いて、相手からの音声や映像を受信せずに、音声
を相手に伝える機能を指す。より詳細には、発呼側のテレビ電話装置１において、利用者
がリモコン５を操作することにより、発呼側から着呼側へ音声を送信可能な片方向通信の
呼を確立し、発呼側の利用者が発する音声を着呼側のテレビ電話装置１へ伝える処理を示
す。着呼側のテレビ電話装置１では、応答可能相手リストからの呼確立要求であれば、利
用者の操作なしに、片方向通信の呼の確立を許可する。
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【００６７】
　「呼びかけをやめる」とは、発呼側のテレビ電話装置１において、利用者がリモコン５
を操作することにより、片方向通信の呼を切断する処理を示す。「呼びかけを終了する」
とは、着呼側のテレビ電話装置１において、利用者がリモコン５を操作することにより、
片方向通信の呼を切断する処理を示す。また、「呼びかけに応える」とは、着呼側のテレ
ビ電話装置１において、利用者がリモコン５を操作することにより、片方向通信の呼を双
方向通信の呼に移行する処理を示す。なお、発呼側のテレビ電話装置１では、利用者の操
作なしに、片方向通信の呼から双方向通信の呼への移行を許可する。
【００６８】
　なお、本実施例では、片方向通信の呼の確立時に接続要求を送信する側を「発呼側」、
接続要求を受信する側を「着呼側」と呼ぶこととしている。従って、片方向通信から双方
向通信に切り換える際に、片方向の呼を双方向の呼へ切り換えるための要求を送信する側
は、必ずしも発呼側とは限らない。むしろ本願においては、主として、着呼側のテレビ電
話装置１が片方向の呼を双方向へ移行するための要求を送信する側であるとして説明する
場合が多いので、注意されたい。
【００６９】
　ネットワーク６は、インターネットでもよいし、ＬＡＮ、ＷＡＮ等のネットワークでも
よい。本実施形態では各装置の接続を有線で記載しているが、無線等の接続でも構わない
。
【００７０】
　図８はテレビ電話システムの構成を示すブロック図である。また、図９はアダプタユニ
ット４の構成を示すブロック図である。図３～図７と共通部分には、同一符号を付し、詳
しい説明は省略する。
【００７１】
　アダプタユニット４は、ビデオ等の外部機器６１から画像音声情報を取り込んだり、ア
ンテナ６２を介してテレビ番組を受信したりする。そして、図９に示すように、チューナ
部７１、通信部７２、制御部７３、音声映像処理部７４、テレビ電話処理部７５、プレゼ
ンスランプ３３、電源電流検出部８５から構成されている。
【００７２】
　チューナ部７１は、映像情報入力手段の１つの例である。チューナ部７１は、アンテナ
６２により受信されたデジタル多チャンネル放送の信号を復調してベースバンドのビット
ストリーム信号を生成する。チューナ部７１より出力されたビットストリーム信号は、音
声映像処理部７４に入力され、複数の番組（映像情報）や番組情報が多重化されているビ
ットストリーム信号より、特定の映像情報ストリーム、音声情報ストリームや特定の番組
情報ストリームを分離される。そして、音声情報ストリームは番組音声処理部７６にてデ
コードされ、音声映像合成部８４を介してテレビ受像機２やセットトップユニット３のス
ピーカ２４から出力される。映像情報ストリームは番組映像処理部７７にてデコードされ
、音声映像合成部８４を介してテレビ受像機２に出力される。音声映像合成部８４から出
力された映像情報は、例えば、テレビ受像機２の映像入力端子（コンポジット端子または
Ｓ端子またはＤ端子）に供給される。
【００７３】
　また、外部機器６１からも映像・音声情報が入力され、上記と同様の処理を番組音声処
理部７６や番組映像処理部７７にて行う。また、ネットワーク６を介して映像・音声情報
が入力され、通信部７２を介して映像・音声情報が音声映像処理部７４に入力され、上記
と同様の処理を行う。
【００７４】
　また、ネットワーク６に通信部７２を介して接続し、テレビ電話情報を入出力する。こ
の時のテレビ電話情報の処理を行うのがテレビ電話処理部７５である。テレビ電話処理部
７５は通話手段の１つの例である。なお、通話という用語は、音声通話、テレビ電話のよ
うな双方向通信のみならず、本実施例中で「呼びかけ」と呼ぶ片方向通信も含む。テレビ
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電話処理部７５は、音声を含む通話を処理する場合には音声通話手段の１つの例、映像を
含む通話を処理する場合には映像通話手段の１つの例となる。テレビ電話処理部７５は、
プレゼンス処理部７９、呼制御処理部８０、音声処理部８１、映像処理部８２、記憶部（
メモリ）８３からなる構成である。プレゼンス処理部７９は、各状態情報取得手段が取得
した情報から利用者の在室等の利用者状態情報を生成する処理を行う。生成した利用者状
態情報は、通信部７２を介して他の機器に送信したり、モニタ１１やプレゼンスランプ３
３に出力する。プレゼンス処理部７９は、また、通信部７２を介して他の機器の状態情報
を受信し、モニタ１１やプレゼンスランプ３３に出力する。なお、状態情報受信手段は、
プレゼンス処理部７９の中において通信部７２を介して他の機器の状態情報を受信する処
理を行なう。状態情報送信手段は、プレゼンス処理部７９の中において通信部７２を介し
て他の機器に状態情報を送信する処理を行なう。呼制御処理部８０は、呼を確立する処理
を行う。音声処理部８１と映像処理部８２は、テレビ電話における音声や映像のデータを
処理する。記憶部８３には、呼制御に必要なデータが予め格納されている。制御部７３は
、各部の動作を制御する。プレゼンスランプ３３は、制御部７３により、利用者状態情報
に基づいて制御される。電源電流検出部８５は、テレビ受像機用電源タップ３９の電流を
検出してテレビ受像機２のＯＮ／ＯＦＦを検出している。
【００７５】
　図１０は、テレビ電話装置間の片方向通信及び双方向通信のセッション確立を示すシー
ケンス図である。
【００７６】
　この実施形態においては、発呼側のテレビ電話装置と着呼側のテレビ電話装置間で、Ｓ
ＩＰ（Ｓｅｓｓｉｏｎ　Ｉｎｉｔｉａｔｉｏｎ　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ）を用いて呼を確立す
る場合を想定している。テレビ電話処理部７５の呼制御処理部８０がこの処理を行う。発
呼側と着呼側の間では呼制御に関する要求を行う場合には要求メッセージを相手側に通知
し、この要求に応答する場合には応答メッセージを相手に通知する。このメッセージは、
テレビ電話装置が自動的に動作して処理を行うものである。
【００７７】
　まず、テレビ電話装置間で非通信状態にあるので、発呼側は着呼側に対して新規にセッ
ションを確立するための通信開始要求「ＩＮＶＩＴＥ」を送る。このとき、発呼側は通信
部７２における通信ポート番号は着呼側に通知しなくてもよい。
【００７８】
　着呼側は通信開始要求を受け付け、呼び出し中であることを示す応答メッセージ「ＲＩ
ＮＧＩＮＧ」を返す。なお、応答メッセージ「ＲＩＮＧＩＮＧ」を返すことは任意である
ため、必ずしも「ＲＩＮＧＩＮＧ」を返さなくともよい。着呼側では通信開始要求を通知
してきた送信元が受け入れＯＫかどうかをあらかじめ設定している応答可能装置情報を参
照し、参照の結果、当該送信元が応答可能装置情報に含まれていれば、通信要求に応じる
通信開始許可「ＯＫ」と共に呼制御処理部８０によって音声データの通信ポート番号を発
呼側に通知する。発呼側の呼制御処理部８０は直ちに通信開始許可「ＯＫ」を受信したこ
とを示す「ＡＣＫ」を着呼側に通知する。こうして発呼側から着呼側への音声データの片
方向通信のセッションが確立される。
【００７９】
　もし、発呼側が着呼側メモリ８３の応答可能装置情報に含まれていなければ、着呼側呼
制御処理部８０は発呼側の呼確立要求には応じないメッセージ「ＮＧ」を返し、片方向通
信を確立しない。
【００８０】
　片方向通信が行われて後、今度は着呼側から発呼側への通信を行う場合がある。このた
めには双方向通信のセッションを確立しなければならない。そこで、まず着呼側から発呼
側に通信切り替え要求である「Ｒｅ－ＩＮＶＩＴＥ」を通知する。通信切り替え要求によ
って、映像データの通信ポート番号を発呼側に通知する。この時、再度音声データの通信
ポート番号を発呼側に通知してもよい。発呼側では、通信切り替え要求を受け取ると、通
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信切り替え要求を受け取ったことを示すメッセージとして「ＲＩＮＧＩＮＧ」を返す。こ
の「ＲＩＮＧＩＮＧ」はＯＫまたはＮＧを返す前の暫定応答メッセージであるため、省略
してもよい。それから、通信開始要求を送った相手からであるかを確認して通信切り替え
許可「ＯＫ」を着呼側へ通知する。この時、音声データの通信ポート番号と映像データの
通信ポート番号とを着呼側に通知する。もし先に通信開始要求を送った相手とは別の相手
である場合は通信の切り替えを許可しない旨の「ＮＧ」を通知する。着呼側は直ちに通信
切り替え許可を受信したことを示す「ＡＣＫ」を発呼側に通知する。こうして着呼側から
発呼側への通信も可能となる音声データおよび映像データからなる双方向通信のセッショ
ンが確立される。すなわち、テレビ電話装置間でテレビ電話による通話が可能となる。
【００８１】
　ここでは、応答メッセージ「ＲＩＮＧＩＮＧ」は、通信開始要求「ＩＮＶＩＴＥ」を受
け取ったときに直ちに返しているが、確認を行う処理を行ってから通知するようにしても
よい。また、必要がなければ「ＲＩＮＧＩＮＧ」は送信しなくてもよい。
【００８２】
　なお、図１０においては、テレビ電話装置間でテレビ電話による通話を可能とするため
のセッション確立シーケンスの一実施例を示したにすぎない。本実施例においては、単に
テレビ電話による通話が可能となればよいわけであり、発呼側が通信開始要求において音
声データの通信ポート番号と映像データの通信ポート番号を着呼側に通知し、着呼側が通
信開始要求に対する応答としての通信開始許可において音声データの通信ポート番号と映
像データの通信ポート番号を発呼側に通知し、もって、音声データおよび映像データから
なる双方向通信のセッションが確立するというシーケンスであってもよい。また、音声お
よび映像を用いるテレビ電話でなく、音声のみの通話、音声や映像が片方向にしか送られ
ない通話などを確立することも本実施例の変形として考えられる。さらに、セッション確
立の通信プロトコルとしてＳＩＰを想定しているが、Ｈ．３２３などの他の通信プロトコ
ルを用いてもよい。
【００８３】
　つぎに、プレゼンスランプと応答可能装置情報の関係について説明する。応答可能装置
情報は、前述のとおり、通信開始要求を受け入れるかどうか自動的に判別する目的で、通
信開始要求を受け入れてもよい相手の情報であって、応答可能装置情報記憶部（図９の記
憶部８３）に記憶される。これら応答可能装置情報記憶部に記憶する、つまり応答可能装
置情報（図１２参照）として記憶するということは、相手から通信開始要求を受信すると
、特に指示しなくとも相手からの片方向通信を許すことになるため、自分の都合が悪いと
きに通信開始要求を受信しても答えられない。よって、相手に自分の状態、つまり、自分
が忙しいときや不在のときを知らせることで、このような事態を回避し、より確実に相手
からの通信開始要求を受け入れ、通信を行える効果が期待できる。そこで、予め所定の手
続にて相手装置の許可を得た上で相手装置登録しておくことが望ましい。その逆も成立す
ることは言うまでもない。
【００８４】
　図１１に、状態通知の登録および状態通知の手続の例を示す。ここでは、第１の通信装
置が第２の通信装置の状態通知を希望しているとする。まず、第１の通信装置から、状態
を通知して欲しい旨の要求である状態通知登録要求を、第２の通信装置へ送信する。第２
の通信装置は状態通知登録要求を受信すると、第２の通信装置の利用者に状態通知を許可
するかどうかを問い合わせる。利用者から許可する旨が入力されると、第２の通信装置は
、第２の通信装置は第１の通信装置を記憶部８３の応答可能装置情報に登録し、状態通知
登録許可を状態通知登録要求の送信元である第１の通信装置へ返信する。なお、第２の通
信装置の記憶部８３に、第１の通信装置への状態通知を許可するか否かの情報を記憶して
おき、状態通知登録要求を受信したときに利用者に問い合わせを行わない実装も考えられ
る。その後、状態の変化が発生した時、あるいは、周期的に、第２の通信装置は、状態通
知登録許可を送信した相手である第１の通信装置に対して、状態情報通知を送る。第１の
通信装置は、第２の通信装置から状態情報通知を受け取ると、受信確認情報である「ＯＫ
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」を第２の通信装置に返信する。そして受信した第２の通信装置の状態を、プレゼンスラ
ンプ３３を用いて利用者に提示する。もちろん、プレゼンスランプ３３に提示するために
一時的あるいは長時間にわたり第２の通信装置の状態を記憶しておいてもよい。こうする
ことで、第１の通信装置の利用者は、第２の通信装置の状態情報をプレゼンスランプ３３
にて知ることができ、第２の通信装置の利用者の状態に合わせて、適切な時候を見計らっ
て通信を開始することが可能となる。
【００８５】
　この例での状態通知登録要求は、ＳＩＰであれば「Ｓｕｂｓｃｒｉｂｅ」というメッセ
ージでもって行うことが可能である。また、状態の通知である状態情報通知には「Ｎｏｔ
ｉｆｙ」というメッセージが利用可能である。なお、状態通知登録および状態通知のため
の通信プロトコルとしてＳＩＰを想定しているが、他の通信プロトコルを用いてもよい。
また、ＳＩＰを用いる場合でも「Ｐｕｂｌｉｓｈ」など他のメッセージを用いてもよい。
【００８６】
　なお、状態通知登録要求に、状態を通知して欲しいという意味だけではなく、片方向通
信を許可する装置として登録して欲しいという意味を持たせてもよい。状態通知登録許可
が、状態通知を許可するという意味だけでなく、片方向通信を許可するという意味をも含
めて返信されるならば、プレゼンスランプ３３にて状態情報を表示している相手に対して
は、利用者が望めば片方向通信を確立することができることになる。
【００８７】
　以下に、状態情報による具体的な処理例を示す。
【００８８】
＜実施例１＞
　図１３（ａ）に示すように、利用者のテレビ電話装置１ｄと通話相手である、例えばＡ
さんが使用しているテレビ電話装置１ａがネットワークで接続されているとする。Ａさん
のテレビ電話装置１ａにおいて、状態情報取得手段１０１であるセットトップユニット３
が、「テレビ電話機能が動作中」という情報を取得し、この状態情報を利用者状態情報生
成手段１０２であるアダプタユニット４のプレゼンス処理部７９に送出する。プレゼンス
処理部７９は、「Ａさんが他の電子装置と通話中であり、応答不可」という利用者状態情
報を生成し、ネットワークを介して、利用者のテレビ電話装置１ｄに送出する。利用者テ
レビ電話装置１ｄのアダプタユニット４の制御部７３は、利用者状態情報に基づいて「Ａ
さんは他の人と通話中なのでテレビ電話に出られません」という文字表示１１１を生成し
表示する。具体的には、映像処理部８２にて生成された文字表示１１１を、音声映像合成
部８４において番組映像処理部７７からの映像に重ねてテレビ受像機２へ送出する。重ね
る方法としては、文字表示１１１をいわゆる「ダイアログボックス」を用いてテレビ番組
の上に不透明、半透明、あるいは透明な領域を区切って表示するのが望ましい。
【００８９】
　また、図１３（ｂ）に示すように、テレビ電話中でなければ、Ａさんのテレビ電話装置
１ａのプレゼンス処理部７９は「テレビ電話を使用していない」という利用者状態情報を
生成してテレビ電話装置１ｄに送るので、テレビ電話装置１ｄのアダプタユニット４の制
御部７３は、「Ａさんは通話中でないのでテレビ電話に出られます」との文字表示１１２
を生成し表示する。
【００９０】
　こうして、利用者には相手側が応答可能か不可能かがわかるので、しばらく通話を控え
たり、電子メールに切り換えたり、直ちに通話したり等の適切な処置を講ずることができ
る。
【００９１】
＜実施例２＞
　テレビ電話装置１ａのセットトップユニット３から「電話機能が動作中」という装置状
態情報がアダプタユニット４のプレゼンス処理部７９に送られ、通話中から「Ａさんは在
室」という利用者状態情報を生成する。図１４に示すように、利用者状態情報をテレビ電
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話装置１ｄに送り、アダプタユニット４の制御部７３は、「Ａさんは在室です」という表
示１１３を行う。「電話機能が停止」の場合は、Ａさんが在室であるかは確実ではないの
で、何も表示しないか、もしくは、在室していない可能性が高いことを示す文字表示を生
成して表示する。
【００９２】
　ここで、在室という表現であるが、これはテレビ電話装置の近傍に利用者が存在すると
いうことである。「近傍」を敢えて数値でいえば、テレビ電話装置を中心に半径約５メー
トル程度の範囲内である。この根拠は、後述する各センサーにより、利用者の存在を検出
するのであるが、半径５メートル程度であれば確実に利用者の存在を検出できるからであ
る。すなわち、一般に赤外線リモコンの到達距離は２メートル程度とされているが、リモ
コン信号を識別せず単に赤外線が入力されたことを知るのみであれば、リモコン受光部２
５の前方５メートル程度離れた赤外線リモコンの操作を知ることができる。また、動き検
出センサー２３では、最大１０メートル程度離れた物体の動きを検出する能力をもつが、
５メートル程度の距離であれば、人物の動きを見逃す可能性はかなり低くなる。また、８
畳の部屋の対角線の長さが約５メートルであることも、近傍の根拠としている。すなわち
、テレビ電話装置が置かれた８畳の部屋の中にいる人を、テレビ電話装置の近傍にいると
みなすことができる。
　なお、センサー検出能力が高ければ、その能力に応じて上記範囲を超えても構わない。
例えば、在室を超えて在宅でも構わないし、テレビ電話装置を中心に半径約１０メートル
程度の範囲内としてもよい。
【００９３】
　こうして、利用者には相手がテレビ電話装置の近傍にいることがわかり、しかも相手が
通話中であれば、しばらく通話を控えたり、電子メールに切り換える等の適切な処置を講
ずることができる。
【００９４】
＜実施例３＞
　図１５（ａ）に示すように、Ａさんがテレビを視聴中の場合、テレビ電話装置１ａにお
いて、状態情報取得手段１０１であるセットトップユニット３が、「テレビ機能が動作中
」という情報を取得し、この状態情報を利用者状態情報生成手段１０２であるアダプタユ
ニット４のプレゼンス処理部７９に送出する。プレゼンス処理部７９は、「Ａさんがテレ
ビを視聴中である」という利用者状態情報を生成し、ネットワークを介して、テレビ電話
装置１ｄに送出する。なお、テレビの場合は「テレビ機能が動作中」すなわち「映像情報
出力中」であるが、例えばオーディオ視聴装置の場合、「音声出力中」であっても、「Ａ
さんがオーディオを視聴中」という利用者状態情報を生成できる。テレビ電話装置１ｄに
おけるアダプタユニット４の制御部７３は、利用者状態情報に基づいて「Ａさんはテレビ
視聴中なのでテレビ電話に出られません」という文字表示１１４を生成し表示する。具体
的には、映像処理部８２にて生成された文字表示１１４を、音声映像合成部８４において
番組映像処理部７７からの映像に重ねてテレビ受像機２へ送出する。なお、テレビ電話１
ａにおけるプレゼンス処理部７９が、「映像情報出力中」という状態に基づいて「テレビ
電話に応答できない」ことを示す利用者状態情報を生成して送信してもよい。
【００９５】
　また、図１５（ｂ）に示すように、テレビ視聴中でなければ、Ａさんのテレビ電話装置
１ａからは「テレビを視聴していない」という利用者状態情報が送られてくるので、利用
者のアダプタユニット４の制御部７３は、「Ａさんはテレビを見ていないのでテレビ電話
に出られます」との文字表示１１５を生成し表示する。
【００９６】
　こうして、利用者に相手がテレビ視聴中か否かであることがわかるので、緊急性を要し
ない通話内容であれば、テレビ視聴を妨げないよう通話を控える等の適切な処置を講ずる
ことができる。
【００９７】
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＜実施例４＞
　別の実施例としては、図１６に示すように、テレビ電話装置１ａにおいて、「テレビ機
能が動作中」という装置状態情報からアダプタユニット４のプレゼンス処理部７９が「Ａ
さんは在室」という利用者状態情報を生成する。なお、テレビの場合は「テレビ機能が動
作中」すなわち「映像情報出力中」であるが、例えばオーディオ視聴装置の場合、「音声
出力中」であっても、「Ａさんは在室」という利用者状態情報を生成できる。この利用者
状態情報をテレビ電話装置１ｄに送り、アダプタユニット４の制御部７３は、「Ａさんは
在室です」という表示１１３を生成し表示する。「テレビ機能が停止」の場合は、Ａさん
が在宅であるかは確実ではないので、何も表示しないか、もしくは、在室していない可能
性が高いことを示す文字表示を生成して表示する。
【００９８】
＜実施例５＞
　本実施例においては、テレビ電話装置１ａが図１７に示すように、少なくともテレビ受
像機２ａとアダプタユニット４ａとに分かれて、別々の機器として構成される場合を想定
する。「テレビ機能が動作中」を検出する手段として、図１７に示すように、テレビ電話
装置１ａのテレビ受像機２ａの電源コンセントを、アダプタユニット４ａのテレビ受像機
用電源タップ３９に接続して、テレビ受像機用電源タップ３９に流れる電流を電源電流検
出部８５で検出する。アダプタユニット４の電源電流検出部８５が所定以上の電流を検出
すると、「テレビ受像機の電源がＯＮ」という状態情報をプレゼンス処理部７９に送る。
なお、所定以上の電流としたのは、テレビ受像機２ａの待機時の電流を考慮したためであ
る。「テレビ受像機の電源がＯＮ」という状態情報を受け取ると、プレゼンス処理部７９
は、「Ａさんは在室」という利用者状態情報を生成する。これをテレビ電話装置１ｄに送
り、アダプタユニット４の制御部７３が「Ａさんは在室です」という表示１１３を生成し
表示する。なお、テレビ機能が動作中であることを、テレビ受像機２ａの電源コンセント
に対して所定以上の電流が供給されていることによって判断せず、例えば、音声映像処理
部７４からの音声または映像が音声映像合成部から出力されていないことにより判断して
もよい。
【００９９】
＜実施例６＞
　図１８に示すように、Ａさんがリモコン５を操作している場合、テレビ電話装置１ａの
セットトップユニット３のリモコン受光部１３がリモコン５を発した赤外線を検出し、そ
れをアダプタユニット４のプレゼンス処理部７９に送出する。プレゼンス処理部７９は、
「Ａさんは在室」という利用者状態情報を生成し、ネットワークを介して、テレビ電話装
置１ｄに送出する。利用者テレビ電話装置１におけるアダプタユニット４の制御部７３は
、利用者状態情報に基づいて「Ａさんは在室です」という文字表示１１３を生成し表示す
る。具体的には、映像処理部８２にて生成された文字表示１１３を、音声映像合成部８４
において番組映像処理部７７からの映像に重ねてテレビ受像機２へ送出する。また、リモ
コン操作がなければ、Ａさんが在室であるかは確実ではないので、何も表示しないか、も
しくは、在室していない可能性が高いことを示す文字表示を生成して表示する。
【０１００】
＜実施例７＞
　図１９に示すように、Ａさんがエアコンリモコン１１７を操作している場合、セットト
ップユニット３のリモコン受光部１３がリモコン５を発した赤外線を検出し、それをアダ
プタユニット４のプレゼンス処理部７９に送出する。プレゼンス処理部７９は、「Ａさん
は在室」という利用者状態情報を生成し、ネットワークを介して、利用者のテレビ電話装
置１ｄに送出する。テレビ電話装置１ｄにおけるアダプタユニット４の制御部７３は、利
用者状態情報に基づいて「Ａさんは在室です」という文字表示１１３を生成し表示する。
具体的には、映像処理部８２にて生成された文字表示１１３を、音声映像合成部８４にお
いて番組映像処理部７７からの映像に重ねてテレビ受像機２へ送出する。また、リモコン
操作がなければ、Ａさんが在室であるかは確実ではないので、何も表示しないか、もしく



(17) JP 4628243 B2 2011.2.9

10

20

30

40

50

は、在室していない可能性が高いことを示す文字表示を生成して表示する。
【０１０１】
　なお、図１９ではエアコンのリモコンを用いて説明しているが、ビデオデッキ、ステレ
オ、ＤＶＤプレイヤーなど、赤外線によって操作するリモコンであれば何でも構わない。
また、リモコン受光部２５の代わりに電波を受信測定するデバイスを用いることにより、
電波を用いるリモコンの操作を検出することもできる。本実施例では、Ａさんがテレビ電
話装置１ａ以外の機器を操作する目的で発信されたリモコン信号を傍受し、Ａさんが在室
しているかどうかを判定することが目的であり、前記目的を満たす範囲内での変形は本発
明の範囲内である。
【０１０２】
＜実施例８＞
　図２０に示すように、Ａさんがテレビ電話装置１ａの周辺で会話をしている場合、セッ
トトップユニット３ａのマイク２２によりその音量を検出し、一定音量以上の場合を検出
したとき、それをアダプタユニット４のプレゼンス処理部７９に送出する。プレゼンス処
理部７９は、「Ａさんは在室」という利用者状態情報を生成し、ネットワークを介して、
利用者のテレビ電話装置１ｄに送出する。利用者テレビ電話装置１ｄにおけるアダプタユ
ニット４の制御部７３は、利用者状態情報に基づいて「Ａさんは在室です」という文字表
示１１３を生成し表示する。具体的には、映像処理部８２にて生成された文字表示１１３
を、音声映像合成部８４において番組映像処理部７７からの映像に重ねてテレビ受像機２
へ送出する。また、マイク２２ａに所定音量以上の入力がなければ、Ａさんが在室である
かは確実ではないので、何も表示しないか、もしくは、在室していない可能性が高いこと
を示す文字表示を生成して表示する。なお、音量検出用に、マイク２２を用いず別の音量
センサーを設ける構成であってもよい。なお、音量検出用にマイク２２を用いれば、別の
音量センサーを設けずとも、テレビ電話または音声電話で音声入力に使用するマイクを用
いて音量が検出できるため、アダプタユニット４を安価に構成できる。
【０１０３】
＜実施例９＞
　図２１に示すように、セットトップユニット３の照度センサーであるカメラ２１が所定
照度以上を検出した場合、それをアダプタユニット４のプレゼンス処理部７９に送出する
。照度検出の方法としては、例えばカメラ２１が撮像した画像を構成する画素の輝度を調
べるなどの方法を用いることができる。プレゼンス処理部７９は、「Ａさんは在室」とい
う利用者状態情報を生成し、ネットワークを介して、利用者のテレビ電話装置１ｄに送出
する。テレビ電話装置１ｄにおけるアダプタユニット４の制御部７３は、利用者状態情報
に基づいて「Ａさんは在室です」という文字表示１１３を生成し表示する。具体的には、
映像処理部８２にて生成された文字表示１１３を、音声映像合成部８４において番組映像
処理部７７からの映像に重ねてテレビ受像機２へ送出する。また、所定値以上の照度がな
ければ、Ａさんが在室であるかは確実ではないので、何も表示しないか、もしくは、在室
していない可能性が高いことを示す文字表示を生成して表示する。なお、照度検出用に、
カメラ２１を用いず別の照度センサーを設ける構成であってもよい。なお、照度検出用に
カメラ２１を用いれば、別の照度センサーを設けずとも、テレビ電話で映像入力に使用す
るカメラを用いて照度が検出できるため、アダプタユニット４を安価に構成できる。
【０１０４】
＜実施例１０＞
　図２２に示すように、テレビ電話装置１ａにおいて、他の電気機器、例えば掃除機の１
２３の電源コンセントを、電流センサー１２２が付いた電源タップ１２４（これは例えば
テレビ受像機に備えられているとする）に接続して、電源タップ１２４に流れる電流を検
出し、その情報をアダプタユニット４のプレゼンス処理部７９に送るようにする。プレゼ
ンス処理部７９は、「他の電気機器が動作中」ということから、「Ａさんは在室です」と
いう利用者状態情報を生成し、ネットワークを介して、利用者のテレビ電話装置１ｄに送
出する。テレビ電話装置１ｄにおけるアダプタユニット４の制御部７３は、利用者状態情
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報に基づいて「Ａさんは在室です」という文字表示１１３を生成し表示する。具体的には
、映像処理部８２にて生成された文字表示１１３を、音声映像合成部８４において番組映
像処理部７７からの映像に重ねてテレビ受像機２へ送出する。また、電源タップ１２４に
電流が流れなければ、Ａさんが在室であるかは確実ではないので、何も表示しないか、も
しくは、在室していない可能性が高いことを示す文字表示を生成して表示する。
【０１０５】
　なお、図２２では掃除機を用いて説明しているが、アイロン、ゲーム機など、人間がそ
ばにいて操作することを前提とした電気製品であれば何でも構わない。逆に、冷蔵庫、予
約録画機能をもつビデオデッキなどは、人間がそばにいて操作することを前提としない電
気製品であるため、本発明の用途には適さない。本実施例では、Ａさんが電気製品のそば
にいて電気製品を操作している場合に電気製品に電流が供給されていることを傍受し、Ａ
さんが在室しているかどうかを判定することが目的であり、前記目的を満たす範囲内での
変形は本発明の範囲内である。
【０１０６】
＜実施例１１＞
　図２３に示すように、テレビ電話装置１ａのセットトップユニット３の動きセンサー（
モーションセンサ）２３が人の動きを検出した場合、それをアダプタユニット４のプレゼ
ンス処理部７９に送出する。プレゼンス処理部７９は、「Ａさんは在室」という利用者状
態情報を生成し、ネットワークを介して、利用者のテレビ電話装置１ｄに送出する。テレ
ビ電話装置１ｄにおけるアダプタユニット４の制御部７３は、利用者状態情報に基づいて
「Ａさんは在室です」という文字表示１１３を生成し、表示する。具体的には、映像処理
部８２にて生成された文字表示１１３を、音声映像合成部８４において番組映像処理部７
７からの映像に重ねてテレビ受像機２へ送出する。また、動きが検出できなければ、Ａさ
んが在室であるかは確実ではないので、何も表示しないか、もしくは、在室していない可
能性が高いことを示す文字表示を生成して表示する。
【０１０７】
　こうして、実施例４～１１にあっては、利用者には相手が在室かどうかがわかるので、
通話において適切な処置を講ずることができる。
【０１０８】
＜実施例１２＞
　さて、状態情報取得手段から取得した様々の状態情報は、プレゼンス処理部７９に送ら
れ、そこで状態情報に基づいて利用者状態情報が生成されることは上述の通りである。こ
のとき、状態情報をテレビ電話装置１ａからテレビ電話装置１ｄに送り、図２４に示すよ
うに、テレビ電話装置１ｄのアダプタユニット４の制御部７３がプレゼンスランプ３３を
使って、色ごとに状態情報を指定して報知できる。すなわち、プレゼンスランプ３３に相
手が割り当てられていない場合には、プレゼンスランプ３３を消灯する。テレビ電話装置
１ａの留守ボタン３４で留守状態が設定されている場合も、プレゼンスランプ３３を消灯
する。テレビ電話装置１ａの留守ボタン３４で留守状態が解除されており、かつ、テレビ
電話装置１ａで通話が行なわれている場合には、プレゼンスランプ３３で黄色を表示する
。テレビ電話装置１ａの留守ボタン３４で留守状態が解除されており、テレビ電話装置１
ａで通話が行なわれていない場合には、プレゼンスランプ３３で緑色または赤色を表示す
る。緑色を表示するのは、テレビ電話装置１ａの動き検出センサー２３が動きを検出して
から１分以内であるか、テレビ電話装置１ａのリモコン受光部２５が赤外線信号を検出し
てから１分以内である場合である。赤色を表示するのは、テレビ電話装置１ａの動き検出
センサー２３が動きを検出してから１分以上経過し、かつ、テレビ電話装置１ａのリモコ
ン受光部２５が赤外線信号を検出してから１分以上経過した場合である。
【０１０９】
　しかし、プレゼンスランプ３３の色だけでは、報知できる種類が少ないので、図２４に
示すように、テレビ受像機２にもアイコンを表示させ、各種の状態情報を報知する。すな
わち、テレビ電話装置１ａのリモコン受光部２５の赤外線信号検出状態を示すリモコンア
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イコン、テレビ電話装置１ａの動き検出センサー２３の動き検出状態を示すリモコンアイ
コン、テレビ電話装置１ａの電源電流検出部８５の電流検出状態を示すＴＶアイコン、お
よび、それらを総合的に判断してテレビ電話装置１ａの利用者の状態を示すステータスア
イコンである。ステータスアイコンの色は、プレゼンスランプ３３の色と同じである。
【０１１０】
＜実施例１３＞
　また、上記のようにプレゼンスランプ３３の色だけでは、報知できる種類が少ないので
、図２５に示すように、プレゼンスランプ３３を点滅させることで報知種類を増やすこと
ができる。テレビの電源のオンの場合は単位時間あたり３回点滅、リモコン操作１回の場
合は単位時間あたり１回点滅、人の動き検知の場合はゆっくり点滅（点滅間隔の変化）な
どにより状態情報を報知する。
【０１１１】
　こうして、利用者には状態情報取得手段が得た状態情報がどのようなものであるか分か
るので、状況が把握しやすく、通話において適切な処置を講ずることができる。
【０１１２】
＜実施例１４＞
　プレゼンス処理部７９が、本装置近傍に利用者が存在する「在室」を示す利用者状態情
報を生成してから一定時間以内には、まだ本装置近傍に利用者が存在する可能性が高い。
そこで、アダプタユニット４のプレゼンスランプ３３によりそれ表示する。図２６に示す
ように、利用者の在室の状態情報を取得してから、５分以内であれば、在宅の可能性が高
いのでプレゼンスランプ３３を緑で表示する。５～１０分経過すれば、在宅の可能性は低
くなってくるので、橙で表示する。１０分以上経過すると、在宅の可能性はないとして、
赤で表示する。
【０１１３】
　こうして、利用者は相手側の在室状態を予測して報知してくれるので、通話において適
切な処置を講ずることができる。
【０１１４】
＜実施例１５＞
　図２７に示すように、電子装置１ａ，１ｂ，１ｃの各アダプタユニット４のプレゼンス
処理部７９により生成された利用者状態情報は、電子装置１ｄに送られる。電子装置１ｄ
のアダプタユニット４の制御部７３は、送られた利用者状態情報に基づいて、アダプタユ
ニット４のプレゼンスランプ３３を点灯する。なお、図２７では説明の便宜上プレゼンス
ランプ３３をテレビ受像機２の上方に配置しているが、どこに配置してもよい。例えば、
図２７に示すように、テレビ電源のＯＮ／ＯＦＦを検出して、ＯＮであれば、プレゼンス
ランプ３３の点灯を行ない、ＯＦＦであれば、点灯しない。それと同時にテレビ受像機２
にその状態情報を表示する。
【０１１５】
＜実施例１６＞
　例えば、図２８に示すように、リモコン５の操作を検出して、それに基づいて利用者の
状態情報（在室の有無）を求め、それを利用してプレゼンス情報として表示する。このと
き、電子装置１ｄにおいて利用者がテレビを視聴中であればプレゼンスランプ３３を緑で
点灯するが、点滅はしない。なぜなら、点滅すれば、注意を喚起するのには良いが、せっ
かく視聴中だったテレビ番組が、点滅で妨害されてしまう虞もある。そこで、図２８（ａ
）のテレビの視聴中の場合は、視聴の妨げとならないように、点灯は行わない。
　図２８（ｂ）に示すように、テレビ受像機２においてテレビ番組等の視聴を行っていな
い場合は、注意を喚起するため、プレゼンスランプ３３の点滅表示を行う。
【０１１６】
　こうして、プレゼンスランプ３３とテレビ受像機２を状況に合わせて使い分けて利用者
状態情報を報知しているので、確実に利用者に通知できる。
【０１１７】
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＜実施例１７＞
　図２９に示すように、アダプタユニット４のプレゼンス処理部７９は、複数の状態情報
から利用者状態情報を生成する。この方が１の状態情報から利用者状態情報を生成するよ
りも正確な判定ができる。すなわち、図２９（ｂ）に示すように、電子装置１ａの状態情
報として、不在の可能性が高いことを示す「テレビＯＦＦ」「リモコン信号検出せず」と
、在室の可能性が高いことを示す「照明ＯＮ」「音声検出あり」「他の機器の動作あり」
とをもとに、各状態情報の重み付けを行ない、最終的に「利用者在宅」という利用者状態
情報を生成する。
【０１１８】
　図２９（ｂ）に示すように、各部の状態情報からアダプタユニット４のプレゼンス処理
部７９が「利用者在宅」との利用者状態情報を生成した場合、アダプタユニット４の制御
部７３は呼制御処理部８０に対して発呼処理を行わせる。発呼処理を行うか否かの判定は
制御部７３が行う。
　一方、利用者が不在という利用者状態情報が得られた場合は、アダプタユニット４の制
御部７３は、「Ａさんは不在のようなのでテレビ電話に出られません」という表示１３０
を行う。そして、呼制御処理部８０に対して発呼処理をしないようにする。こうして、利
用者が誤って発呼しようとしても、装置自体が動作しない。利用者が不在という利用者状
態情報が得られた場合、双方向通信を用いて音声と映像を送受信するテレビ電話の発呼処
理を行なわないだけでなく、呼びかけボタン５０を押したときに片方向通信を用いて音声
を送信する呼びかけを含めたすべての発呼処理を行なわないようにしてもよい。（通話判
定手段は、この判定を行う制御部７３に対応する。）さらに、利用者が不在という利用者
状態情報が得られた場合、相手の利用者の操作なしに呼を確立する呼びかけは発呼しない
が、相手側で呼び出し音が鳴るなどした後に相手の利用者の操作を行なった場合に呼が確
立するテレビ電話の発呼は許可する、といった構成であってもよい。（呼びかけ判定手段
は、この判定を行う制御部７３に対応する。）
【０１１９】
＜実施例１８＞
　図３０に示すように、アダプタユニット４のプレゼンス処理部７９は、複数の状態情報
から利用者状態情報を生成する。「応答不可」や「不在」あるいは「不在の可能性が高い
」という利用者状態情報である場合は、上記の実施例と同じく、制御部７３が呼制御処理
部８０に対して発呼処理をさせない。そして、制御部７３は、ビデオメッセージを送信す
る処理を行う（メッセージ送信手段）。例えば、送信先情報として相手テレビ電話装置１
のアドレスを設定した、ビデオメッセージアプリケーションを起動する。こうして、その
場で通話はできないが、メッセージを相手側に残すことができ、円滑なコミュニケーショ
ンが可能となる。
【０１２０】
　以上各実施例について説明したが、本実施の形態に係る電子装置１００、状態情報取得
装置１０５および状態情報提示装置１０６は、実質的には、一般的なコンピュータと同様
のプログラム実行のためのハードウェアと、そのハードウェアにより実行されるコンピュ
ータプログラム（以下単に「プログラム」と呼ぶ。）と、そのハードウェアに格納される
データとにより実現される。
【図面の簡単な説明】
【０１２１】
【図１】本発明に係る電子装置の一例を示す説明図である。
【図２】本発明に係る通信システムの一例を示す説明図である。
【図３】本発明に係る電子装置によるテレビ電話システムの一実施形態を示す構成図であ
る。
【図４】テレビ受像機を示す外観図である。
【図５】セットトップユニットを示す外観図である。
【図６】アダプタユニットを示す外観図である。
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【図７】リモコンを示す外観図である。
【図８】テレビ電話システムの構成を示すブロック図である
【図９】アダプタユニット４の構成を示すブロック図である。
【図１０】テレビ電話装置間の片方向通信及び双方向通信のセッション確立を示すシーケ
ンス図である。
【図１１】状態通知ならびに応答可能相手装置として登録するための登録手続を示すシー
ケンス図である。
【図１２】応答可能装置情報を示す説明図である。
【図１３】実施例１を説明する図である。
【図１４】実施例２を説明する図である。
【図１５】実施例３を説明する図である。
【図１６】実施例４を説明する図である。
【図１７】実施例５を説明する図である。
【図１８】実施例６を説明する図である。
【図１９】実施例７を説明する図である。
【図２０】実施例８を説明する図である。
【図２１】実施例９を説明する図である。
【図２２】実施例１０を説明する図である。
【図２３】実施例１１を説明する図である。
【図２４】実施例１２を説明する図である。
【図２５】実施例１３を説明する図である。
【図２６】実施例１４を説明する図である。
【図２７】実施例１５を説明する図である。
【図２８】実施例１６を説明する図である。
【図２９】実施例１７を説明する図である。
【図３０】実施例１８を説明する図である。
【符号の説明】
【０１２２】
１　テレビ電話装置
２　テレビ受像機
３　セットトップユニット
４　アダプタユニット
５　テレビリモコン
１２　スピーカ
２１　カメラ
２２　マイク
２３　動き検出センサー
２４　スピーカ
２５　アダプタリモコン受光部
２６　着話ボタン
２８　接続ケーブル
３１　外部入力端子
３２　カードスロット
３３　プレゼンスランプ
３４　留守ボタン
３５　接続端子
３６　Ｆ接栓
３７　映像接続端子
３８　端子
３９　テレビ受像機用電源タップ
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４０　アダプタ接続端子
４１　発光部
４２　ボタン
４３　電話帳ボタン
４４　決定ボタン
４５　十字キー
４６　通話ボタン
４７　終話ボタン
４８　チャンネル切替ボタン
４９　ビデオ関連ボタン
４９ａ　ビデオ入力ボタン
４９ｂ　入替ボタン
４９ｃ　全画面ボタン
５０　呼びかけボタン
５１　数字文字入力キー
５２　リモコン
５２　操作部
５３　液晶表示部
６１　外部機器
６２　アンテナ
７１　チューナ部
７２　通信部
７３　プレゼンス処理部
７３　制御部
７４　音声映像処理部
７５　テレビ電話処理部
７６　番組音声処理部
７７　番組映像処理部
７９　プレゼンス処理部
８０　呼制御処理部
８０　着呼側呼制御処理部
８１　音声処理部
８２　映像処理部
８３　記憶部
８４　音声映像合成部
１００　電子装置
１０１　状態情報取得手段
１０２　利用者状態情報生成手段
１０３　利用者状態出力手段
１０４　ネットワーク
１０５　状態情報取得装置
１０６　状態情報提示装置
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【図２４】 【図２５】

【図２６】
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